
広報まいづる／平成23年（2011）10月16日号　　　（２）

　

11
月
３
日
（
木
＝
文
化
の

日
）、
社
会
情
勢
や
市
民
の
ニ

ー
ズ
の
変
化
に
対
応
し
、
最
適

な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

た
め
、
市
が
行
っ
て
い
る
事
業

に
対
し
、
外
部
の
視
点
を
取
り

入
れ
た
「
公
開
事
業
評
価
」
を

新
た
に
実
施
し
ま
す
。

　

公
開
事
業
評
価
は
、
市
が
実

施
し
て
い
る
９
事
業
（
左
表
参

照
）
に
つ
い
て
、
目
的
や
手
法
、

成
果
な
ど
を
公
開
の
場
で
議
論

し
、「
現
行
ど
お
り
」、「
内
容
・

　

詳
し
く
は
、改
革
推
進
課
（
☎

66
・
１
０
３
４
）
へ
。

規
模
見
直
し
」、「
不
要
」
な
ど

見
直
し
に
あ
た
っ
て
の
意
見
を

い
た
だ
く
も
の
。

　

学
識
経
験
者
や
経
済
団
体
の

代
表
な
ど
で
構
成
す
る
「
評
価

員
」と「
市
民
判
定
員
」が
評
価
し
、

多
数
決
で
判
定
（
左
上
図
参
照
）。

評
価
結
果
を
参
考
に
、
市
と
し

て
の
最
終
方
針
を
決
定
し
、
平

成
24
年
度
以
降
の
予
算
編
成
な

ど
に
反
映
す
る
予
定
で
す
。

　

日
時
な
ど
は
次
の
と
お
り
で

す
。

▪
日
時　

11
月
３
日
、
９
時
～

17
時

▪
場
所　

市
政
記
念
館

▪
評
価
員
な
ど
（
敬
称
略
）

❖
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
…
石
井

良
一
・
滋
賀
大
地
域
連
携
セ
ン

タ
ー
特
任
教
授

❖
評
価
員
…
呉
羽
真
弓
、
森
津

豊
（
以
上
滋
賀
大
事
業
仕
分
け

研
究
会
）、
谷
口
英
子
（
ま
ち

づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
ク
ラ
ブ
）、

廣
瀬
久
哲
（
舞
鶴
商
工
会
議

所
）、
横
山
秋
一
（
近
畿
税
理
士

会
舞
鶴
支
部
）

❖
市
民
判
定
員
…
自
治
会
や
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人
、
経
済
団
体
、
福
祉
団

体
な
ど
で
活
動
し
て
い
る
22
人

❖
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
…
窪
田
好
男
・

京
都
府
立
大
公
共
政
策
学
部
准

教
授

時間 事業名【担当課】

  9：00 ～
  9：10 開会式

  9：10 ～
  9：50

舞鶴市公共交通利用者駐車場使用料補助金【地域
振興課】

  9：50 ～
10：30 水洗便所等改造資金貸付【下水道総務課】

10：40 ～
11：20 粗大ごみ戸別収集経費【生活環境課】

11：20 ～
12：00

新技術・新商品開発促進事業【産業振興・雇
用対策課】

12：50 ～
13：30 イルミネーション設置事業【都市計画課】

13：30 ～
14：10 赤れんが博物館管理運営経費【赤れんが博物館】

14：20 ～
15：00 医療費通知事業【保険医療課】

15：00 ～
15：40 水道料金集金人制度【水道部業務課】

15：50 ～
16：30

職員（委託）研修費、高度救急体制充実強化
事業【消防本部警防課・総務課】

16：30 ～
17：00 閉会式

【対象事業とスケジュール】

【公開事業評価のイメージ】

内容・規模見直し現行どおり

　

公
開
事
業
評
価
は
、
誰
で
も

傍
聴
で
き
ま
す
。
先
着
40
人
程

度
。
入
場
無
料
。

傍
聴
で
き
ま
す

　

木
造
住
宅
の
地
震
に
対
す

る
安
全
性
向
上
の
た
め
、
耐

震
改
修
費
用
を
助
成
。
従
来木造住宅耐震改修費用助成を拡充

限度額60万円⇒90万円に

の
助
成
額
（
費
用
の

２
分
の
１
、
限
度
額

60
万
円
）
を
費
用
の

４
分
の
３
、
限
度
額

90
万
円
に
拡
充
し
ま

す
。

▪
対
象　

昭
和
56
年

５
月
31
日
以
前
の
建

築
で
延
べ
面
積
の
２

分
の
１
以
上
を
居
住

に
使
用
し
て
い
る
住

宅
の
耐
震
診
断
の
評

点
が
１
・
０
未
満
を

１
・
０
以
上
に
す
る
改
修
工

事
。

▪
募
集
戸
数　

先
着
10
戸
。

▪
申
し
込
み
方
法　

10
月
17
日

（
月
）
か
ら
所
定
の
用
紙
（
建
築

住
宅
課
に
備
え
付
け
）
で
。

《
耐
震
診
断
士
の
派
遣
》

▪
対
象　

昭
和
56
年
５

月
31
日
以
前
の
建
築

で
延
べ
面
積
の
２
分
の

１
以
上
を
居
住
に
使
用

し
て
い
る
一
戸
建
て
住

宅
・
長
屋
な
ど
。

▪
募
集
戸
数　

先
着
11

戸
。

▪
費
用　

１
戸
に
つ
き

３
，
０
０
０
円
。

▪
そ
の
他　

建
築
年
の

分
か
る
書
類
（
登
記
事

項
証
明
書
な
ど
）
が
必
要
。

　

詳
し
く
は
、
同
課
（
☎
66
・

１
０
５
０
）
へ
。

　

来
春
に
供
用
開
始
予
定
の「
舞

鶴
赤
れ
ん
が
パ
ー
ク
（
市
政
記

念
館
や
ま
い
づ
る
智
恵
蔵
、
赤

れ
ん
が
４
号
棟
・
５
号
棟
な
ど
）」

を
管
理
・
運
営
す
る
指
定
管
理

者
を
募
集
し
ま
す
。

　

対
象
な
ど
は
次
の
と
お
り
。

▪
対
象　

市
内
に
事
業
所
、
営

業
所
な
ど
が
あ
る
法
人
や
団
体

（
個
人
は
不
可
）。

▪
応
募
方
法　

所
定
の
申
込
書

（
地
域
振
興
課
に
備
え
付
け
）
に

必
要
書
類
を
添
付
し
て
提
出
。

業
務
内
容
や
応
募
要
件
は
募
集

要
項
（
同
課
で
配
布
。
市
ホ
ー

不要

ム
ペ
ー
ジ
で
閲
覧
可
）
で
確
認

を
。

▪
募
集
期
間　

10
月
17
日
（
月
）

～
11
月
７
日
（
月
）

《
応
募
予
定
者
説
明
会
》
10
月
21

日
（
金
）
13
時
30
分
か
ら
（
１

時
間
程
度
）
市
役
所
本
館
。
申

し
込
み
不
要
。

　

募
集
に
つ
い
て
の
お
問
い
合

わ
せ
は
、
地
域
振
興
課
（
☎
66
・

１
０
１
９
）
か
都
市
計
画
課
（
☎

66
・
１
０
４
８
）
へ
。
指
定
管
理

者
制
度
全
般
に
関
す
る
お
問
い

合
わ
せ
は
、
総
務
課
（
☎
66
・

１
０
４
４
）
へ
。

これは
不要だね

他のやり方が
あるのでは

市民にとって
必要なの

市民判定員

評価員

コーディネーター

民間では
できないの

市担当者

※「公開事業評価」の結果を参考に、市としての最終方針を
決定し、24年度以降の予算編成などに反映予定

評価員

舞
鶴
赤
れ
ん
が
パ
ー
ク

指
定
管
理
者
を
募
集

市民の目線で見直し
公開事業評価を実施

例
の
一
部
改
正　

行
政
財
産
の

使
用
者
と
使
用
料
の
決
定
に
入

札
制
度
に
よ
る
方
法
を
追
加

▪
舞
鶴
市
都
市
公
園
条
例
の
一

部
改
正　

都
市
公
園
に
市
場
公

園
を
追
加
す
る
と
と
も
に
、
舞

補正予算の主な内容（一般会計） ◎ 新規　○拡大

23年度
第３・４号 概　要 金額（１万円

未満切り捨て）

総務費 ◎全国高等専門学校プログラミングコンテスト開催支援事業
（案内看板などの設置やシャトルバスの運行など） 150万円

民生費

◎障害者等就労支援研究調査事業（障害者の就労支援のあり方
の調査研究会を設置） 160万円

○障害者共同生活援助・介護給付費（グループホーム・ケアホー
ムの入所者に対する障害者自立支援給付内容の拡大） 195万円

◎重度視覚障害者（児）同行援護給付費（重度視覚障害者への移動支援） 930万円

◎高齢者健康・生きがいづくり研究調査事業（高齢者の健康づく
りや介護予防のあり方などの調査研究） 1,282万円

◎発達障害児等支援都市モデル事業（発達障害児などの支援マ
ニュアルの作成や市民フォーラムの開催など） 360万円

○発達障害児支援事業（ピアカウンセリング（発達障害児の子育て
経験のある親が聞き手や支援者となる相談事業の試行実施など） 240万円

○地域子育て支援ステーション事業（幼稚園・保育園の園庭開放時
の遊具整備の支援やおもちゃフェスティバルの開催など） 565万円

○公立保育所施設整備事業（園庭・園舎開放時などの安全対策と
して監視カメラなどの整備） 220万円

衛生費
◎電気自動車導入・活用事業（電気自動車の購入および来訪者供
用急速充電スタンド設置費など） 770万円

◎環境マネジメントシステム普及事業 127万円

農林水
産業費

○地域農業特産振興事業（万願寺甘とうのパイプハウス整備） 245万円

◎京の黒大豆・小豆等産地づくり事業費補助（生産拡大のための
機械導入の支援） 333万円

○基盤整備促進事業（農道の舗装） 2,929万円

○農と環境を守る地域協働活動支援事業（農地・水保全管理支払
交付金事業に取り組む集落の支援） 308万円

○土地改良事業費補助金 500万円

○有害鳥獣被害防止対策事業（有害鳥獣捕獲おりの設置） 357万円

◎災害に強い森づくり事業（治山堰堤（えんてい）の浚渫（しゅんせつ）） 900万円

○小規模治山事業（台風２号の豪雨災害に伴う治山事業の追加） 640万円

○治山事業費補助金 900万円

○林道改良事業費補助金 280万円

土木費 ○民間木造住宅耐震改修等推進事業（木造住宅の耐震改修費用
助成の限度額引き上げ）※右記事参照 600万円

消防費 ○消防団員等公務災害補償等共済基金掛金（東日本大震災によ
る消防団員の公務災害補償の急増に伴う共済掛金の追加） 3,146万円

災害
復旧費

◎農林水産施設災害復旧費 5,550万円

◎公共土木施設災害復旧費 1億5,610万円

◎社会福祉施設災害復旧事業費 1,300万円

22
年
度
決
算
、
23
年
度
補
正
予
算
な
ど

　

市
議
会
９
月
定
例
会
が
９
月

９
日
に
開
会
。
平
成
22
年
度
の

決
算
や
23
年
度
の
一
般
・
特
別

会
計
の
補
正
予
算
な
ど
市
長
提

案
の
31
議
案
を
審
議
し
、
原
案

ど
お
り
可
決
・
認
定
・
承
認
。

10
月
６
日
に
閉
会
し
ま
し
た

（
22
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
４
・

５
㌻
に
関
連
記
事
）。

　

概
要
は
次
の
と
お
り
。

▪
一
般
会
計　

❖
第
３
号
…
台

風
２
号
な
ど
の
豪
雨
災
害
に
伴

う
災
害
復
旧
費
な
ど
の
補
正
予

算
を
専
決
し
た
も
の
で
歳
入
・

歳
出
と
も
１
億
２
，
９
０
０
万

円
。
❖
第
４
号
…
補
正
額
は

歳
入
・
歳
出
と
も
４
億
２
，

２
９
９
万
円
。
い
ず
れ
も
財
源

に
は
国
・
府
支
出
金
や
市
債
な

ど
の
特
定
財
源
と
一
般
財
源
と

し
て
繰
越
金
や
財
政
調
整
積
立

金
の
繰
入
金
な
ど
を
充
て
て
い

ま
す
。

　

こ
の
結
果
、
予
算
総
額

は
歳
入
・
歳
出
い
ず
れ
も

３
３
９
億
７
，
９
２
５
万
円
と

な
り
ま
し
た
（
主
な
内
容
は
左

表
の
と
お
り
）。

▪
特
別
会
計　

国
民
健
康
保
険

は
７
，
４
６
４
万
円
増
額
の

91
億
７
，
５
１
４
万
円
、
介
護

保
険
は
３
，
７
９
６
万
円
増
額

の
73
億
４
，
５
４
４
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
可
決
し
た
主
な

条
例
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

《
条
例
》

▪
舞
鶴
市
市
税
条
例
等
の
一
部

改
正　

寄
附
金
税
額
控
除
の
適

用
下
限
額
の
引
き
下
げ
、
不
申

告
に
係
る
過
料
の
見
直
し
な
ど

▪
舞
鶴
市
行
政
財
産
使
用
料
条

補
正
予
算

鶴
赤
れ
ん
が
パ
ー
ク
の
整
備
に

伴
う
所
要
の
改
正
（
左
上
に
関

連
記
事
）

《
人
事
》

▪
人
権
擁
護
委
員
候
補
者　

鈴
木

孝
子
氏
（
67
歳
、余
部
上
＝
再
任
）

31
議
案
を
可
決
、
認
定
、
承
認

市議会
９月定例会

新たに



（３）　　　広報まいづる／平成23年（2011）10月16日号　　　

人件費の状況（22 年度一般会計決算）

職員給与費の状況（22 年度一般会計決算）

期末・勤勉手当と退職手当の状況

特殊勤務手当の状況（22 年度一般会計決算）

時間外勤務手当の状況

ラスパイレス指数の状況

基本的な勤務時間

職員研修の状況（22 年度）

平均給料月額および平均給与月額、平均年齢の状況（23 年４月１日現在）

特別職の報酬等の状況（23 年４月１日現在）

初任給の状況（23 年４月１日現在） 経験年数別平均給料月額の状況（23年４月１日現在）

※注  人件費には一般職に支給される給与のほか、特別職に支給される報酬等を含みます。

※注　職員手当に退職手当を含みません。

（国家公務員を 100 とした場合の舞鶴市の給与水準）

（注）平均給与月額は給料月額と諸手当の額を合計したものです。

▪休暇の種類　❖年次有給休暇❖育児休業および部分休業❖病気休暇❖特別休暇
（出産や忌引など）❖介護休暇
▪職員の分限および懲戒処分の状況（22年度）　❖分限処分…８人（病気休職）
❖懲戒処分…１人（減給）
▪服務の状況　地方公務員法において、職務に専念する義務や信用失墜行為の禁止、
営利企業等への従事制限など服務上の規律を課しているほか、公務員倫理の確立お
よび保持のための事項を条例で定めています。
▪職員の福祉及び利益の保護の状況　共済組合事業については、慶弔費などの給付
事業は職員の掛金のみで実施。法に定める福利厚生事業は交付金（公費）と職員の掛
金を１対１の割合として実施し、適正な運営に努めています。組合員数は 879 人（23
年 10 月１日現在）。

このほか、扶養手当、住居手当、通勤手当、管理
職手当を支給。

　人事行政の透明性を高め、市政への理解を一層深めていただくため、
市職員の給与や勤務条件などの状況をお知らせします（給与は、税金や
各種保険などを差し引く前の額で「手取り額」ではありません）。

　人事行政の運営などの状況は、情報公開コーナーで閲覧できるほか、
市ホームページにも掲載しています。
　詳しくは、職員課（☎66・1043）へ。

住民基本台帳人口
（23 年３月１日現在）

歳出額
（Ａ） 実質収支 人件費

（Ｂ） ※注
人件費率
（Ｂ／Ａ）

21 年度の
人件費率

89,520 人 千円
35,838,131

千円
327,066

千円
6,039,426 16.9％ 17.5％

職員数
（Ａ）  

給与費（千円） １人当たり
給与費（Ｂ／ A）給料 職員手当  ※注 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

689 人 2,729,205 563,704 978,116 4,271,025 6,199 千円

区　分 舞鶴市 国

行政職
大学卒 172,200円 172,200円
高校卒 140,100円 140,100円

10 年 15 年 20 年
266,433 円 322,228 円 365,385 円
214,600 円 267,700 円 324,600 円

21 年 22 年
100.8 100.8

開始時刻 終了時刻 休憩時間

8:30 17:15 12:00 ～ 13:00

区　　分 内　　　　容 受講者数
階層別研修 新規採用職員・新任係長・新任課長研修など    242 人
専門・特別研修 人権研修、行政講座など 1,314 人
実務研修 外務省、内閣官房など        ３人
派遣研修 自治大学校、京都府職員研修・研究支援センターなど      74 人
自主研修 通信教育受講費助成など      32 人

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

行政職 337,337 円 417,554 円 42.3 歳

区分 舞鶴市 国

期末
・勤勉
手当

（22年度支給割合）  期末 勤勉 （22年度支給割合）  期末 勤勉
2.60 月分 　1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分

職制上の段階、職務の
級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の

級等による加算措置 有　

退職
手当

 （支給率） 
勤続 20 年
勤続 25 年
勤続 35 年
最高限度

自己都合
23.5 月分
33.5 月分
47.5 月分
53.5 月分

勧奨・定年
30.55 月分
41.34 月分
59.28 月分
59.28 月分

 （支給率） 
勤続 20 年
勤続 25 年
勤続 35 年
最高限度

自己都合
23.5 月分
33.5 月分
47.5 月分
59.28 月分

勧奨・定年
30.55 月分
41.34 月分
59.28 月分
59.28 月分

加算措置 定年前早期退職特別措置
（２～ 20％加算） 加算措置 定年前早期退職特別措置

（２～ 20％加算）
調整額 在職期間中の職務の級に応じ加算 調整額 在職期間中の職務の級に応じ加算

職員全体に占める手当支給職員の割合 26.1％
支給対象職員１人当たり平均支給年額 106,233 円
手当の種類（手当数） 10 種類
代表的な手当：清掃事務所・浄化センターの職員、交代制勤務の消防職員に支払う手当

22
年
度

支給総額 286,783 千円
職員１人当たり支給年額          521 千円

21
年
度

支給総額 274,480 千円
職員１人当たり支給年額          498 千円

部門
職員数 対前年

増減数22 年 23 年
一般行政 513 人 517 人 ４人
特別行政 173 人 175 人 ２人

公営企業等 191 人 187 人  - ４人
合計 877 人 879 人 ２人

区分 給与月額等

給
料

市長
副市長

 1,020,000 円（918,000 円）
    840,000 円  （756,000 円）

※現在、給料額の 10％の減額措置を
講じており、（　）内は減額後の額

報
酬

議長
副議長
議員

570,000 円
480,000 円
440,000 円

期
末
手
当

市長
副市長
議長
副議長
議員

（22 年度支給割合）
2.95 月分

退
職
手
当

算定方式 支給時期

市長
副市長

給料月額×勤続年数× 100 分の 550
給料月額×勤続年数× 100 分の 367

（注）給料月額は減額後の額
任期ごと

お知らせ
します

任免の状況

部門別職員数の状況
（各年４月１日現在）

採用
（22 年４月２日～

23 年４月１日）

退職
（22 年４月１日～
23 年３月 31 日）

29 人 27 人

業務の内容 件数
勤務条件に関する措置の要求の状況 0 件

不利益処分に関する不服申し立ての状況 0 件

公平委員会の業務の状況（22 年度）

平成22年度の人件費（一般会計決算）
平成23年４月現在の市職員給与、勤務条件など

　

10
月
か
ら
子
ど
も
手
当
の
支

給
要
件
と
支
給
額
が
変
更
に
な

り
ま
し
た
。

　

変
更
内
容
は
次
の
と
お
り
。

▪
支
給
要
件　

❖
子
ど
も
が
国

内
に
居
住
し
て
い
る
場
合
に
支

給
（
留
学
中
は
除
く
）
❖
児
童

福
祉
施
設
に
入
所
し
て
い
る
子

ど
も
な
ど
は
施
設
の
設
置
者
に

支
給
❖
未
成
年
後
見
人
や
父
母

指
定
者
に
対
し
て
支
給
❖
父
母

が
離
婚
協
議
中
で
別
居
し
て
い

る
場
合
は
、
子
ど
も
と
同
居
し

て
い
る
人
を
優
先

▪
支
給
額
（
１
人
当
た
り
の
月

額
）　

❖
０
～
２
歳
…
１
万
５
，

０
０
０
円
❖
３
歳
～
小
学
生

…
１
万
円
（
第
３
子
以
降
は

１
万
５
，
０
０
０
円
）
❖
中
学

　

現
在
、
子
ど
も
手
当
を
受
給

し
て
い
る
人
が
10
月
分
以
降
の

早
め
の
手
続
き
を

手
当
を
受
給
す
る
に
は
、
改
め

て
認
定
請
求
手
続
き
が
必
要
で

す
。
対
象
者
に
は
認
定
請
求
書

を
10
月
中
旬
か
ら
順
次
送
付
し

ま
す
。
同
封
の
返
信
用
封
筒
で

子
ど
も
支
援
課
へ
返
送
し
て
く

だ
さ
い
（
認
定
請
求
書
の
提
出

が
来
年
３
月
31
日
を
超
え
る
と

10
月
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
受
給
す

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
）。
公
務

員
は
勤
務
先
で
手
続
き
を
。

　

詳
し
く
は
、
子
ど
も
支
援
課

（
☎
66
・
１
０
９
４
）
へ
。

子ども手当

生
…
１
万
円７月～９月

市
役
所
庁
舎
の
節
電
対
策

消
費
電
力
量 

26
％
削
減

　

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の

健
康
と
安
全
、
地
域
経
済
に
影

響
を
及
ぼ
さ
な
い
こ
と
を
基
本

に
、
７
月
～
９
月
に
節
電
対
策

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

市
役
所
庁
舎
で
は
、
エ
ア
コ

ン
の
室
温
を
28
度
に
設
定
し
た

ほ
か
、
照
明
の
間
引
き
点
灯
や

Ｏ
Ａ
機
器
の
省
電
力
設
定
、
夏

期
「
ノ
ー
残
業
ウ
イ
ー
ク
」（
７

月
～
９
月
の
第
３
木
曜
日
の
属

す
る
週
）
の
新
設
な
ど
の
実
施

に
よ
り
、
７
月
～
９
月
の
平
日

（
９
時
～
17
時
）
に
お
け
る
消
費

電
力
量
の
実
績
は
前
年
同
期
比

で
26
％
の
削
減
と
な
り
、
目
標

の
15
％
を
大
き
く
上
回
り
ま
し

た
。

　

来
年
２
月
に
は
関
西
電
力
㈱

管
内
の
す
べ
て
の
原
子
力
発
電

所
が
運
転
を
停
止
す
る
可
能
性

が
あ
り
、
引
き
続
き
電
力
需
給

の
逼ひ

っ
ぱ
く迫
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
市
と
し
て
は
、
当
面
、
こ

れ
ま
で
の
取
り
組
み
の
中
で
通

年
で
実
施
が
可
能
な
取
り
組
み

を
継
続
す
る
こ
と
を
基
本
と
し

て
、
今
後
も
節
電
対
策
に
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
企
画
政
策
課
（
☎

66
・
１
０
４
２
）
へ
。

《
転
入
し
た
人
・
子
ど
も
が
生
ま

れ
た
人
へ
》
新
た
に
舞
鶴
市
に

転
入
し
た
人
や
子
ど
も
が
生
ま

れ
た
人
が
翌
月
分
以
降
の
手
当

を
受
給
す
る
に
は
、
従
来
ど
お

り
転
入
し
た
日
や
子
ど
も
が
生

ま
れ
た
日
か
ら
15
日
以
内
に
申

請
が
必
要
で
す
。
早
め
の
申
請

に
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

府
が
「
原
子
力
防
災
対
策
を

重
点
的
に
充
実
す
べ
き
地
域
の

範
囲
（
Ｅ
Ｐ
Ｚ
）」
を
現
行
の
10

㌔
か
ら
20
㌔
へ
暫
定
的
に
拡
大

し
た
こ
と
に
伴
い
、
本
市
に
お

い
て
も
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
安

心
・
安
全
を
第
一
に
考
え
、
地

域
防
災
計
画
の
原
子
力
発
電
所

防
災
計
画
編
の
暫
定
的
な
見
直

し
が
来
年
３
月
ま
で
に
で
き
る

よ
う
、
現
在
、
鋭
意
作
業
を
進

め
て
い
ま
す
。

《
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
る

検
討
》
市
各
部
局
の
職
員
か
ら

な
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を

発
足
さ
せ
、
市
域
外
へ
の
避
難

や
市
役
所
機
能
の
確
保
な
ど
、

計
画
の
暫
定
的
な
見
直
し
に
つ

い
て
協
議
・
検
討
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
10
㌔
か
ら
20
㌔
圏
内

の
新
た
な
避
難
所
の
状
況
な
ど

の
調
査
を
進
め
る
と
と
も
に
、

避
難
に
つ
い
て
は
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
を
大
切
に
し
た
自
治
会
や

自
治
連
合
会
、
小
・
中
学
校
区

な
ど
の
単
位
で
の
検
討
を
行
っ

て
い
ま
す
。

《
府
や
関
係
市
町
な
ど
と
協
議
、

調
整
》
避
難
先
に
つ
い
て
は
、

現
在
、
関
係
市
町
と
積
極
的
に

協
議
を
進
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、

府
に
お
い
て
も
、
近
隣
各
市
町

の
受
け
入
れ
可
能
人
員
の
調
査

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

《
海
抜
マ
ッ
プ
の
作
製
》
海
抜
を

２
～
３
段
階
で
色
分
け
す
る
ほ

か
、
津
波
に
際
し
、
避
難
行
動
が

円
滑
に
行
え
る
よ
う
避
難
方
向

や
高
台
避
難
場
所
の
記
入
を
検

討
す
る
な
ど
、
で
き
る
限
り
早
期

に
海
抜
マ
ッ
プ
が
作
製
で
き
る

よ
う
作
業
を
進
め
て
い
ま
す
。

原子力発電所に関する市長の考え

　

詳
し
く
は
、
危
機
管
理
・
防

災
課
（
☎
66
・
１
０
８
９
）
へ
。

原
子
力
発
電
所
防
災
計
画
編
の
見
直
し
へ

市
民
の
安
心
・
安
全
を
第
一
に

地域
防災計画

　今回の東日本大震災により原子力発電所の
安全神話は崩れ去ったと言わざるを得ない状
況であると思います。
　まず、市長として取り組むべきことは、市
民の皆さんの安心・安全を確保することと考
えています。
　国は総力をあげて、今回の事故の徹底的な
検証を行い、新しい安全基準を示し、中立的
かつ国際的な第３者機関が安全基準の順守を
確認する仕組みを構築する必要があります。
　いかなるシステムでも事故の発生を皆無に
することはできず、たとえ原子力発電所の事
故が発生しても速やかに収束できる制御可能
な技術が開発されない限り、縮原発から脱原
発の方針は当然であります。
　エネルギーは、安全で環境にやさしく、安
定した電力を供給できること、そして、でき
る限り安価であることが求められています。
　安全と健康に支障のない範囲で節電や省エ
ネルギーを進めたうえで、厳しい安全基準を
クリアした原子力発電所の中でも、より安全
性が高い上位グループの発電所により、最低
限の電力を供給する中で、できる限り早期に
安全かつ安定供給のできる代替エネルギーに
変更していくことが重要であります。
　このようなことから停止中の原子炉につい
ては、安全基準の順守が確認できない場合は、
操業停止や廃炉を、確認ができれば再稼働も
やむを得ないと考えています。
《９月定例会本会議の代表質問の答弁から》

改
め
て
認
定
請
求
手
続
き
が
必
要

支
給
要
件
、
支
給
額
が
変
更


